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	記入日
	
	年
	
	月
	
	日

	

	◆必要資料
□企業価値認定　申請書
□会社案内
□過去３期分の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一般管理費明細書、製造原価報告書）
◆任意資料
□商品・サービスなどを説明する資料
□自社の特徴的価値に関する写真・動画データ
□メディアに掲載されたことがある場合はそのコピーないしは動画データ
□送付先住所・メールアドレス


Ⅰ．法人概要
	ふりがな
	
	設立
	
	
	

	法人名
	
	（西暦）
	
	年
	
	月設立

	
	
	
	（創業　西暦
	
	年）

	代表者
	役職
	
	ふりがな
	
	生年月日
	
	
	
	
	

	
	
	
	氏名
	
	（西暦）
	
	年
	
	月
	
	日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	資本金
	
	百万円
	従業員数
	
	人
	（うちパート・アルバイト）
	
	人

	所在地
	〒
	
	会社HP URL

	
	

	
	

	電話
	
	FAX
	

	
	
	
	

	業種
※該当する業種に「◯」
	
	1.農業、林業
	
	2.漁業
	
	3.鉱業
	
	4.建設業
	
	5.製造業
	
	6.電気・ガス・熱供給・水道業
	
	7.情報通信業

	
	
	8.運輸業
	
	9.卸売業、小売業
	
	10.金融業、保険業
	
	11.不動産業、物品賃貸業
	
	12.学術研究、専門・技術サービス業

	
	
	13.宿泊業、飲食サービス業
	
	14.生活関連サービス業、娯楽業
	
	15.教育、学習支援業
	
	16.医療、福祉
	
	17.サービス業
	
	18.その他

	主要指標
（直近３期分）
	決算期
	売上高
	売上総利益
	経常利益
	税引後当期利益
	総資産

	
	直前期
	20
	
	年
	
	月期
	
	百万円
	
	百万円
	
	百万円
	
	百万円
	
	百万円

	
	前々期
	20
	
	年
	
	月期
	
	百万円
	
	百万円
	
	百万円
	
	百万円
	
	百万円

	
	前々々期
	20
	
	年
	
	月期
	
	百万円
	
	百万円
	
	百万円
	
	百万円
	
	百万円


Ⅱ．連絡担当者
	ふりがな
	
	ふりがな
	

	氏名
	
	部署・役職
	

	
	
	
	

	所在地
	〒
	
	※Ⅰ．法人概要と同じ場合は所在地・電話・FAX欄の記載不要

	

	

	電話
	
	FAX
	

	
	
	
	

	E-Mail 
	

	
	


Ⅲ．経営に対する考え方について
■経営理念・経営哲学・社是など（主文とその解説文を記入）
	


Ⅳ．事業概要（ターゲット顧客に、何を、どのように提供しているか、自社の事業の概要・ビジネスモデル）
(1)主なターゲット顧客
	


(2)事業内容、主力の商品・サービス
	


(3)販売方法
●販売方法
　 販売方法を具体的にお書き下さい
	


(4)沿革
	年
	出来事

	
	


Ⅴ．独自性のある特徴的な価値やその取り組み
《特徴的価値の分野》
	ⓐ独自の経営のやり方　ⓑビジネスモデル・収益構造　ⓒ事業コンセプト・経営理念の実践　ⓓお客様からの信頼・評価
ⓔ地域社会からの評価・社会貢献　ⓕ技術・品質・精度　ⓖ企画・デザイン・性能　ⓗ販売方法　ⓘ接客・サービス　ⓙ納期・スピード
ⓚオペレーションの方法　ⓛ環境整備　ⓜ人材育成方法・登用制度　ⓝある分野・条件における実績や競争優位性（特定の地域・分野・
用途において上位である）



	
	
	Ⅵ．自社と比較した他社との差別点

	Ⅴ　《具体的な価値と取り組み》
	
	※左の「具体的な価値と取り組み」と対比できるように横に記入

	
	⇆
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


Ⅶ．特徴的価値の進化発展について
現在の特徴的価値を維持し、さらに進化発展させるための取り組みを具体的に記載して下さい
（例：毎朝の朝礼にて〇〇を確認している。毎月◯◯委員会を開催し他社の事例研究を実施している。◯◯に関する研修を年３回実施している。など）
	


【誓約書】
企業価値認定の申請に際し下記誓約事項に同意いただける場合、下の署名欄に署名または記名押印して下さい。
	（法人名）
	
	は、企業価値認定を申請するに当たり、

	下記の誓約事項を遵守することを誓約いたします。


＜誓約事項＞
（１）過去１０年以内に重大な法令違反を犯した場合、行政処分や行政指導等を受けた場合、下記特記事項欄にその経緯を記載します。またその記載内容及び提出資料の記載内容が事実であり虚偽の記載がないことを誓約いたします。
□特記事項なし
□特記事項あり
	


（２）自社が関係する法律を遵守した運営をいたします。もし当該法律の違反が見られた場合、企業価値協会の判断で認定を取り消されても異議を申し立てません。
（3）次の①及び②について約束するとともに、①、②について虚偽の申告又は事実が判明した場合には、
認定を取り消されても異議を申しません。万が一、これにより損害が生じた場合は、一切を自己の責任と認め、
弁済の申し立て等を行わないことを約束いたします。
①自己または自社が、次の各号のいずれにも該当せず、将来にわたっても該当しないこと
１．暴力団
２．暴力団員
３．暴力団準構成員
４．暴力団関係企業
５．総会屋、右翼団体等の社会運動等標榜ゴロまたは、特殊知能暴力集団等
６．次のいずれかに該当する関係にあるもの
イ　前各号に掲げるものが事業又は自社の経営を支配していると認められること
ロ　前各号に掲げるものが事業又は自社の経営に関与していると認められること
ハ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められること
ニ　その他前各号に掲げる者と、経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき関係に
あると認められること
②自己または第三者を利用して、企業価値協会ならびに企業価値認定の名誉・信用を棄損する行為は行わないこと

	署名
	（法人名）
	
	（代表者）
	
	代表者印


※記名の場合は押印が必要
	紹介者
	
	
	（氏名）
	
	

	
	（法人名）
	
	
	
	



※改行すると記載欄が自動的に伸びていきます。
企業価値認定申請用紙　１p
